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前回の学識者懇談会のまとめ
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前回までの学識者懇談会（平成26年度～令和2年度）のまとめ

• 大野川は全国に先駆け整備計画を策定しており、令和2年に20年目を迎えた
• 整備計画目標洪水は戦後最大の平成5年9月洪水規模（基準地点白滝橋：9,500m3/s）
• 令和元年時点で洪水に対する堤防整備率は100％達成（一部高潮区間除く）
• 令和2年度に整備計画の量的メニューは達成

事業進捗状況

社会情勢の変化
（全国）

整備計画目標流量を
超える洪水の発生

• 河川整備方針策定後の20年間で、東九州自動車道の開通や大分港の整備を背景に、県都大
分市が九州最大の工業都市に発展

• 平成29年台風第18号により観測史上最大流量かつ計画高水流量を超過
（基準地点白滝橋：9,981m3/s）

• 外水・内水氾濫で住家浸水159棟の被害が発生し、大野川と派川乙津川で計画高水位超過
• 大野川で全川にわたり河床低下・二極化の進行を確認した
• 河川整備基本方針策定以降に整備計画目標流量規模の洪水が頻発している

社会情勢の変化
（流域内）

• 平成27年関東・東北豪雨をうけた「水防災意識社会の再構築」に向け、「大分川・大野川
大規模 氾濫に関する減災対策協議会」を設置

• 答申「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」に基づき、国、流域自治体、企
業等からなる「流域治水協議会」を設置し、「流域治水プロジェクト」を策定

• 気候変動の影響による降水量の増大等を踏まえた治水計画の具体的手法について、「気候
変動を踏まえた治水計画のあり方」提言 改訂版が令和3年4月に示された

（H26整備計画変更時点からの変化）
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平成12年12月 大野川水系河川整備計画 策定

平成26年3月 大分川･大野川学識者懇談会 設立

平成26年12月 大野川水系河川整備計画 変更



前回までの学識者懇談会（令和元年度～令和２年度）のまとめ

 これまでの河床低下対策から洪水時の土砂移動や流況を考慮した抜本的な対策
の検討に着手する

 平成 29 年 9 月洪水など整備計画目標規模の洪水が頻発しているため、顕在
化している気候変動の影響を踏まえ、目標流量の見直し、治水計画の立案・検
討に着手する

前々回 令和元年度 令和元年8月 整備計画の点検

平成29年9月洪水の発生とその後の調査結果を踏まえた整備計画の点検
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 大津留地区の堤防決壊リスク軽減に向けた対策として、低水路法線の是正を実
施する

 令和元年10月の「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言を請け、治水計
画の考え方の見直しを実施する

・目標流量の見直し
・治水計画の立案

令和２年度 令和２年12月 整備計画変更の方向性前回

平成29年9月洪水を踏まえた整備計画の点検と整備計画変更の方向性



前回の学識者懇談会以降の検討状況
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検討状況① 事業計画変更［大津留地区の堤防決壊リスク軽減に向けた対策］

 平成29年9月洪水後の調査で河床低下の進行が確認された大津留地区では、要因である不安定な流況を改善するた
めの対策として、低水路法線の是正を検討

 低水路法線の是正案として、左岸高水敷の造成、右岸砂州の掘削、河床の埋め戻しによる対策を実施予定
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最大50m程度前出し
(高水敷造成)

右岸砂州の掘削

埋め戻し

対策工の内容（平面イメージ）

左岸砂州の掘削

埋め戻し

左岸河道掘削

標高(TP.m)

②高水敷 90m前出し案①高水敷 50m前出し案

 高水敷の造成幅は、整備後の流況や将来の河床変動予測し、
安定性が確保・維持可能となる50m前出し案を設定

当初

根固ブロック

根固工

河岸や河床に根固工を設置して、
河床の洗掘を防止する対策を想定

新たな対策

高水敷の造成や河道掘削で洪水時
の流れを改善し河床低下を抑制

高水敷造成 河道掘削

河床埋戻し

対策工のイメージ



検討状況② 流域治水・気候変動に向けた取り組み

 令和3年4月の「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」改訂版 では、将来の降雨量は1.1倍（2℃上昇）と設定
 「新宮川水系」及び「五ヶ瀬川水系」では、令和3年10月に気候変動の影響による降雨量の増大を考慮し、流域治水

の観点も踏まえた河川整備基本方針の見直しを実施しており、今後大野川においても検討を進める予定
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大野川水系河川整備計画の進捗と
計画変更の方向性
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社会を取り巻く情勢の変化 ①事業の進捗

 平成5年9月、平成17年9月、平成29年9月洪水で度重なる浸水被害を受けた利光地区の浸水被害を解消するため、堤防
整備や支川流入口部へ樋門整備を設置（平成30年度完了）。

 浸水被害の軽減として、丸亀地区河道掘削、宮谷地区において大分県の河川改修事業と連携して樋門改築を実施。
（令和2年度完了）

 水衝部等局所的な深掘れにより河川構造物へ影響がある区間の対策を実施中。
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河川整備計画の整備メニュー

⑯志村地区
河床低下対策

⑤鶴崎地区樹木伐採

⑫宮谷川内水対策
(樋 門)

⑥皆春地区掘削

⑦森地区樹木伐採

⑩鴨園川内水対策
(排水機場) ⑪北鼻川内水対策

(排水機場)

⑧迫川内水対策
(排水機場)

②丸亀地区他
堤防強化

⑨大谷川内水対策
(樋 門)

③宮河内地区河道掘削

④皆春地区掘削

耐震対策
⑱鶴崎地区

河床低下対策

⑰種具地区
河床低下対策

⑲大津留地区
河床低下対策

⑳宮河内地区
河床低下対策

実施事業

⑬利光地区築堤

①丸亀地区他
樹林帯

⑭堤防整備
（浸透・浸食）

※近年中
完了見込み

整備メニュー
令和元年度末

時点の進捗状況

H
1
2
策
定
時

①丸亀地区他樹林帯 完了

②丸亀地区他堤防強化 完了

③宮河内地区河道掘削 完了

④皆春地区掘削 完了

⑤鶴崎地区樹木伐採 完了

⑥皆春地区掘削 完了

⑦森地区樹木伐採 完了

⑧迫川内水対策 完了

⑨大谷川内水対策 完了

⑩鴨園川内水対策 完了

⑪北鼻川内水対策 完了

⑫宮谷川内水対策 R2完了

⑬利光地区築堤 H30完了

H
2
6
変
更
時
追
加

⑭堤防整備(浸透・浸食)
近年中

完了見込み

⑮丸亀地区河道掘削 R2完了

⑯志村地区河床低下対策

⑰種具地区河床低下対策

⑱鶴崎地区河床低下対策 完了

⑲大津留地区河床低下対策

⑳宮河内地区河床低下対策

凡 例

実施済 当面整備 当面整備後

⑮丸亀地区河道掘削



大野川 令和2年8月撮影
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大野川

整備前
（宮河内地区）

整備中
（宮河内地区）

令和3年10月撮影

河川整備の進捗・実施状況《大野川丸亀地区、宮河内地区河道掘削等整備状況》

大野川

大野川

整備前
（丸亀地区・川添橋上流）

整備後
（丸亀地区・川添橋上流）

令和2年10月撮影

令和2年6月撮影



河川整備の進捗・実施状況《大野川宮谷樋門整備状況》
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令和2年8月撮影

令和元年11月撮影

大野川

大野川

整備前
（宮谷樋門）

整備中
（宮谷樋門完成）

整備中
（旧樋門撤去中）

大野川

大野川

整備後
（整備完了）

令和3年6月撮影

令和3年5月撮影



社会を取り巻く情勢の変化 ②法律改正及び答申等

平成23年3月
東日本大震災

平成23年8月
紀伊半島大水害

平成24年7月
九州北部豪雨

平成26年8月
広島土砂災害

平成27年9月
関東・東北豪雨

平成28年8月
北海道・東北豪雨

平成29年7月
九州北部豪雨

平成30年7月
西日本豪雨

【
河
川
行
政
の
対
応
】

新
た
な
ス
テ
ー
ジ
に
対
応
し
た

防
災
・
減
災
の
あ
り
方

水
災
害
分
野
に
お
け
る
気
候
変
動
適
応
策
の

あ
り
方
に
つ
い
て
【
答
申
】

大
規
模
氾
濫
に
対
す
る
減
災
の
た
め
の

治
水
対
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
【
答
申
】

水
防
災
意
識
社
会

再
構
築
ビ
ジ
ョ
ン

中
小
河
川
等
に
お
け
る
水
防
災
意
識
社
会
の

再
構
築
の
あ
り
方
に
つ
い
て
【
答
申
】

｢

水
防
災
意
識
社
会｣

の
再
構
築
に
向
け
た

緊
急
行
動
計
画

ダ
ム
再
生
ビ
ジ
ョ
ン

中
小
河
川
緊
急
対
策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

高
規
格
堤
防
の
効
果
的
な
整
備
の
推
進
に
向

け
て

27.1 27.8 27.12 27.12 29.1 29.6 29.6 29.12 29.12 30.7

Ｈ
23
津
波
防
災
地
域
づ
く
り
法

Ｈ
23
水
防
法
改
正

Ｈ
25
水
防
法
等
改
正

Ｈ
27
水
防
法
等
改
正

Ｈ
29
水
防
法
等
改
正

Ｈ
26
土
砂
改
正

Ｈ
26
海
岸
法
改
正

○｢緑の坊湖堤｣の位置づけ
○水門・関門等の確実な操作体制の確立
○海岸の適切な維持管理の確保

○施設の能力を上回る外力に対して出来る限り災害を軽減
○施設の能力を大幅に上回る外力に対し、ソフト対策を重点

に命を守り壊滅的被害を回避

○逃げ遅れゼロ
○社会経済被害の最小化

○水防活動への河川管理者等の多様な主体参画
○河川管理施設の老朽化等適切な維持管理の確保
○再生可能エネルギーの導入促進
○河川法の目的に｢津波｣を追加

○大規模氾濫減災協議会制度の創設
○要配慮者利用施設における

避難確保計画の作成等の義務化
○浸水実績等の水害リスク情報の周知等
○民間を活用した水防活動の円滑化
○浸水拡大を抑制する施設等の保全
○国・水資源機構による工事の代行

○洪水に係る浸水想定区域を想定最大規模に拡充
○想定最大規模の内水・高潮に係る浸水想定区域の創設
○内水・高潮に係る水位周知制度の創設

大
規
模
広
域
豪
雨
を
踏
ま
え
た

水
災
害
対
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
【
答
申
】

30.12

大
野
川
水
系
河
川
整
備
計
画
【
変
更
】

26.12

地震・津波
対策を追加

「大分川・大野
川大規模 氾濫
に関する減災対
策協議会」設立

平
成
29
年
9
月
台
風
第
18
号
出
水

令和元年9月
台風第19号

気
候
変
動
を
踏
ま
え
た
治
水
計
画
の
あ
り
方

【
提
言
】

1.10

 平成26年の河川整備計画変更以降、「水防災意識社会再構築」、「施設能力を上回る洪水等への対応」、「気候変動
への適応」等の昨今の気候変動、異常気象による水害の頻発・激甚化などを背景とした法律改正や答申等が行われて
おり、令和3年7月には、いわゆる「流域治水関連法」が施行されたところ。
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令和2年7月
豪雨

気
候
変
動
を
踏
ま
え
た
水
災
害
対
策
の
あ
り
か
た
に

つ
い
て
～
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
流
域
全
体
で
行
う
持

続
可
能
な
「
流
域
治
水
」
へ
の
転
換
～
【
答
申
】

2.7

特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（

通
称
「
流
域
治
水
関
連
法
」
）
施
行

3.7

○津波浸水想定を設定・公表
○津波防護施設の位置づけ
○津波災害警戒区域及び災害
特別計画区域の創設
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計画高水流量 9,500m3/s

基本高水のピーク流量 11,000m3/s

基本高水のピーク流量 7,500m3/s

 大野川の主な洪水は、昭和18年9月をはじめ、近年では平成2年7月、平成5年9月、平成17年9月と河川整備計画で目標
とする規模の洪水が発生している。

 平成29年9月には、基準地点白滝橋で、流量記録のある昭和28年からの65年間で観測史上最大を観測した。
⇒河川整備計画の目標規模としている平成5年9月洪水時の流量を超過した。

社会を取り巻く情勢の変化 ③平成29年9月洪水の発生

河川整備計画策定
（H12.11）

河川整備計画変更
（H26.12）

基準地点白滝橋における年最大流量の経年変化

H2洪水
H5洪水

H17洪水
H29洪水

整備計画目標規模洪水

平成5年9月洪水 平成29年9月洪水

ピーク流量 9,331m3/s 9,981m3/s
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社会を取り巻く情勢の変化 ③令和３年８月豪雨

 R3.8豪雨では、大野川では顕著な被害は生じなかったものの、長崎県、佐賀県、福岡県に大雨特別警報が発表され、
六角川水系において、越水・溢水氾濫が生じ、約2,400戸の浸水被害が発生した。

 近年、毎年のように豪雨災害が発生しており、大野川においても対策を進める必要がある。

14令和3年8月前線に伴う大雨について（第２報）R3.8.31 九州地方整備局



 平成11年12月に策定した河川整備基本方針では、基準地点白滝橋における基本高水のピーク流量を11,000m3/sとし、
このうち、流域内の洪水調節施設で1,500m3/sを調節し、計画高水流量を9,500m3/sと決定した。

 平成12年11月に策定した河川整備計画では、白滝橋地点で戦後最大洪水である平成5年9月洪水と同規模の9,500m3/s
を安全に流下させる計画とした。

 平成26年12月に変更した河川整備計画では、東北太平洋沖地震や九州北部豪雨など河川を取り巻く状況の変化等を踏
まえ、河口部の大規模地震・津波への対策、堤防の浸透・浸食対策などを加えた。

河川整備基本方針と河川整備計画

大野川河川整備基本方針（平成11年12月） 大野川水系河川整備計画（平成12年11月、平成26年12月）

河川名
基準
地点

基本高水の
ピーク流量

洪水調節施設
による調節量

河川への
配分量

大野川 白滝橋 11,000m3/sec 1,500m3/sec 9,500m3/sec

基準地点の目標流量※基本高水のピーク流量等一覧表

基準地点
河川整備計画において
達成される目標流量

河川の整備よって
達成される流量

白滝橋 9,500m3/sec 9,500m3/sec

※平成26年12月変更では目標流量の見直しなし

社会を取り巻く情勢の変化
・法律改正や答申等
・「平成29年9月洪水」発生
・事業の進捗

大野川水系河川整備計画
の変更について検討
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大野川水系河川整備計画変更の方向性

変更に向けた検討を進める背景

 大野川は全国に先駆け平成11年12月に河川整備基本方針、平成12年11月に河川整備計画を策定。

 平成26年12月に東北太平洋沖地震や九州北部豪雨など河川を取り巻く状況の変化等を踏まえ、河口部の大
規模地震・津波への対策、堤防の浸透・浸食対策などを踏まえ、整備計画を変更。

 整備計画策定以降、堤防整備、河道掘削等の河川整備を実施しており、目標とした平成5年9月洪水と同程
度の流量を安全に流下させるための対策は令和2年度に完了。

 河川整備方針策定後の20年間で、東九州自動車道の開通や大分港の整備によるRORO船航路の増便等を背景
に、県都大分市が九州最大の工業都市に発展。

 平成29年9月に観測史上最大流量かつ計画髙水流量を超過する台風第18号が発生し、大野川及び乙津川で浸
水家屋被害は136戸を記録し、計画高水位を超過した。

 洪水後の調査では、大野川全川にわたって二極化（堆積と洗掘箇所の不均衡化）が進行していること、洪
水時に高速流の発生や湾曲部等の水衝部において流況の乱れが生じていたことを確認。

 近年、全国的に広範囲で記録的な大雨が観測され、甚大な水害が多発しており、気候変動の影響によって
今後、短時間降雨の発生頻度や降水量の増大が予測されている。

 以上の状況を鑑み、更なる安全度向上のため、河川整備計画の変更に向けた検討、もしくは、河川整備基
本方針の変更も見据えた検討が必要。

整備計画変更の方向性

 安全度向上のための変更
整備期間
整備目標
整備内容

 法律改正及び答申等を踏まえた変更
「水防災意識社会再構築」に関する記載
「施設能力を上回る洪水等への対策」
「気候変動への適応策」
「流域治水」への取り組み

 その他の事項による修正
統計データの時点修正
記載内容の時点修正
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今後の予定
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今後の予定

 平成29年洪水による河床低下の進行が確認された、大津留地区等について河床低下対策を実施
 気候変動を踏まえた治水計画の見直し等をうけて、目標流量の見直しや治水対策の立案を実施

今後の治水計画立案の方向性

気候変動の影響

・目標流量の見直し
・流域治水対策を含めた治水計画立案
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